直木倫太郎と帝都復興事業 : 大阪都市計画事業から東京震災復興事業へ by 松浦  茂樹
直木倫太郎と帝都復興事業 : 大阪都市計画事業か
ら東京震災復興事業へ







Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
 





松 浦 茂 樹 
 
はじめに 
1923（大正 12）年 9 月 1 日、東京は関東大地震により灰燼に帰した。この翌 9 月 2 日に内務大臣




関一（1873～1935）は、9 月 28 日の日記に「内務大臣ヨリ直木氏復興院技監ニ採用ノ承諾ヲ求メクル。
大阪市ニ採リテハ一大打撃ナリ。殊ニ余ノ腹案ニ対シテハ殆ンド回復シ難キ損失ナリ」と述べている 1）。
内務大臣は後藤新平（1857～1929）であり、後藤の招請によって直木は技監への就任となったことが分





本論文の構成についてみると、1 章では直木倫太郎の経歴を述べる。2 章から 3 章にかけては大阪






論じていく。また 5 章から 6 章にかけて、直木の復興院技監就任の経緯、復興局長官としての直木
の苦闘と挫折について述べていく。 
 













表 1 直木倫太郎の経歴 
年 
令 年  月 記    事 
0 1875（明治 8）年 出生 
24 1899（明治 32）年 東京帝国大学工科大学土木科卒業（恩賜銀時計組） 同級生 鹿島精一、岡野昇 
24 1899（明治 32）年 8 月 東京市勤務 
 
 





1906（明治 30）年 6 月 大蔵省臨時建築部技師 
31 
大蔵省横浜築港 5 年 横浜築港第二期事業に従事 上司は、丹羽鋤彦 
1911（明治 44）年 7 月 東京市技師 
36 




1916（大正 5）年 4 月 内務技師 41 
内務省 1 年 港湾計画担当 
1917（大正 6）年 1 月 大阪市港湾部長 
42 
大阪市 7 年 
兼任 大阪市市区改正部長 
欧米各国出張（1920 年 1 月～21 年 4 月） 
兼任 大阪市都市計画部長 
48 1923（大正 12）年 9 月 帝都復興院技監 
1924（大正 13）年 2 月 内務省復興局長官 49 
1925（大正 14）年 9 月 依頼免本官、復興局顧問 
1926（大正 15）年 9 月 大林組取締役兼技師長 
51 
大林組 7 年 都市計画大阪地方委員会委員 都市計画兵庫県地方委員会委員 
1933（昭和 8）年 12 月 旧満州国国道局長 
58 





参議（1939 年 3 月） 
68 1943（昭和 18）年 2 月 死去  
 
写真 1 直木倫太郎 
(出典：直木力『燕洋遺稿集』1945)
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1889（明治 22）年に横浜築港事業が着工されたことにより鳴りをひそめていた東京築港問題が、
再び大きく取りあげられたのは 95 年からである。99 年には、前年 7 月まで内務省土木技監・土木
局長・東京帝大工科大学長であった古市公威（1854～1934）、そして東京帝大教授・中山秀三郎に計




1900（明治 33）年、総事業費 4,000 万円からなる古市・中山の東京築港計画は、東京市会で継続
12 ヶ年事業として可決されて公式の計画となった。だが内務大臣の認可が得られず、翌 01 年中止
となった。この背景には星亨の不慮の死があったが、直木は同年 8 月、命により欧米派遣海外留学
となった。海外での勉学は 2 年間の自費留学も加わり、帰国したのは 03 年 12 月であった。 
直木は、帰国後再び東京市に勤務し、1905（明治 38）年には土木課長となった。だが翌年退官し、
大蔵省臨時建築部技師として横浜築港事業に従事した。横浜築港事業は 1889 年に着工され、96 年
に竣工したが、99 年からは横浜税関拡張工事として第二期工事に着手された。この工事は、古市公
威が 98 年 11 月に提出した「横浜税関拡張工事説明書」に基づいて行われたもので、竣工したのは
1917 年である。直木は、その途中 11 年 7 月に辞任し、河港課長兼下水改良事務所工務課長として
東京市に復職した。 
河港課長として、直木は早速、1911 年に 3,700 万円からなる東京築港変更計画を立案したが、13
年には再度 2,000 万円の築港計画を立てた 2）。この計画は東京市築港調査委員会で審議され、可決




下水道事業についてみると、1907（明治 40）年 11 月、東京市区改正委員会で東京下水道設計が
決議され、翌 08 年 4 月に告示された。事業が着工されたのは、直木が東京市に復帰した 11 年 7 月
で、第二区（浅草の全部と神田・下谷の一部）において 5 ヶ年計画として進められた。現場の責任
者として、直木が期待されたことが分かる。 
直木は、1914（大正 3）年 4 月に工学博士を授与されたが、論文名は「我が国下水道の雨水排除
量問題」であった。東京市に勤務しながら、直木は同年 10 月、東京帝国大学講師となり、翌年 7
月からは病気休養となった中島鋭次に代わり、上下水道を扱う土木工学第四講座を 17 年 1 月まで担
当した。 
1916 年 4 月、直木は東京市から内務省の技師となった。この経緯についてはよく分からないが 3）、
東京市では、このとき事業の縮小方針が決定されていた。内務省では、直木は港湾調査を行ってい
たが、一年も経たない 17 年 1 月、大阪市港湾部長に就任したのである。大阪市に転じるにあたり、
当時、大阪市助役であった関一は 16 年 11 月 13 日の日記に「朝、大林組ニ岡博士ヲ訪問。直木技師
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招聘ノコト全ク不可能ニアラズトノコトナリ」、さらに 12 月 22 日には「沖野技監ヨリ書面、直木氏
内諾」と述べている 4）。大阪市からの強い要請の下に、直木が大阪市勤務となったことがよく分か
る。大阪市が期待したのは、大阪築港事業の進展であった。 
大阪築港事業は 1897（明治 30）年に着工し、1904 年、南北両突堤・大桟橋などの完成により大




だが、1914（大正 3）年、第一次世界大戦の勃発を契機として 15 年後半からの空前の大戦景気に
より、その様相を大きく変えた。輸送物資量が大きく拡大し、神戸港が満杯となって船は大阪港に
向かったのである。大阪港のこの状況に対応するため、大阪市は直木を港湾部長に招き、事業再開












1897（明治 30）年 4 月、大阪市は市域拡張を行ったが、これに伴いフランス帰りの山口半六に市
区整理計画の策定を依頼した。山口は、街路（新設・拡築を計画したもの 187 路線）、堀川（新設・
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た。これに応じて東京市区改正条例の準用を政府に出願した。なお東京市区改正条例は、東京市を
対象に 1888（明治 21）年に公布されていた。 
大正時代の大阪市都市計画 
この後、1914（大正 3）年、東京高等商業学校（現在の一橋大学）教授から大阪市助役に関一が
就任し、彼が中心となって都市計画調査は進められていった。17 年 4 月の都市改良計画調査会設置
後、翌年 4 月に市区改正部を設置し、5 月から計画案の調査が進められた。市区改正部より、「交通
運輸系統整正ノ大網」として 8 章からなる「大阪市都市計画説明書（交通運輸之部）」が市長に報告
されたのは、19 年 11 月である。 
この成案をベースに街路整備（道路改良）を目的とする「大阪市区改正設計」が作成されること
となり、1919 年 12 月 13 日、内務省大阪市区改正委員会で審議された。委員会では特別調査委員会
が組織され、ここで修正がなされた後、承認された。内務大臣はこれを認可し、同年 12 月 23 日付
で大阪市に訓告した。大阪市長は翌 20 年 1 月 21 日付で、第一次都市計画事業の基本計画である「大
阪市区改正設計」を告示した。この後、同年 4 月 2 日に大阪市は市区改正部を廃止して都市計画部
を置き、21 年 3 月 19 日に内閣の承認を得て第一次都市計画事業を推進していったのである（表 2）。 
 
表 2 大正時代の大阪市、国・東京市における都市計画及び都市計画事業 






1917（大正 6）年  4．関一を委員長に都市改良調査会設置（直
木倫太郎は委員に就任） 
10．後藤新平を会長に都市研究会創立 





















1921（大正 10）年  4．第一次都市計画事業着工 




1922（大正 11）年   2．東京市政調査会設立（会長：後藤新平）
 4．内務省に都市計画局設置 
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ところでこの間、都市計画に関する国の制度は大きく進展していた。1918（大正 7）年 4 月の法
制定により東京市区改正条例が大阪・京都・横浜・神戸・名古屋の 5 都市に準用されることとなり、
同年 6 月大阪市に適用された。だが、その 1 年後の 19 年 4 月、都市計画法・市街地建築物法が公布




直木倫太郎が、関一が兼任 9）していた港湾部長として来阪したのは 1917 年 1 月 22 日である。先
述したようにこの年の 4 月、関一が委員長の都市改良計画調査会が設立されたが、直木は委員に任
じられている。翌 18 年 4 月には、都市計画内容を具体的に検討する市区改正部が設置された。当初、
5 月 31 日付で電気鉄道部長であった杉山清治郎が兼任で部長となったが、同年 9 月 19 日付で直木




している。その後、1920 年 4 月に市区改正部が廃止されて都市計画部が設立されたとき、その初代
の部長となったのが直木であった。大阪市都市計画策定に直木が深く関わっていることが分かる。
この間、直木は、20 年 1 月 21 日から翌 21 年 4 月にかけてロンドンで開催される万国都市計画会議
に参加を兼ね、欧米各国の都市事情を見て回った 10）。 











3.1 都市改良調査及び成案 12） 
都市改良計画調査会は、関一助役を委員長にして 1917（大正 6）年 4 月 11 日に設置された後、11
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登場がある 13）。市内の自動車数は 1916 年から増加し始め、23 年には 1 千台を越えた。また 17 年に
始めてタクシー会社が現れ、その後、続々と生まれていった。 
都市改良調査は、緊急に調査を要するものと、そうでないとものとに分けて行われた。緊急調査











及ぼす影響が多大と位置付けられた街路計画の等級と幅員が、1918 年 9 月に決定された。等級は一
等から六等まであり、一等は街路総幅員 18 間（約 33 m）、うち車道 12 間（中央に 19 尺 6 寸（約 6 m）
の複線軌道、その両側に 3 輌の車が並んで走行できる幅員を加えたもの）、歩道 6 間（片側 3 間）で




に沿って淀橋南詰に至る路線）の 2 つであった。また、二等道路は 4 路線、三等道路は 10 路線、四
等道路は 14 路線が決定された。 
この後、市区改正部でさらに検討が進められ見直された。 
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3.2 1919（大正 8）年の「大阪市都市計画説明書（交通運輸之部）」14） 
1）概要 










































約 1 時間で到達する地域は約 300 平方哩（約 780 km2）あり、ここが「大大阪」の版図であって、こ





図 1 『大阪市内外高速鉄道調査報告』で示された高速鉄道路線 
（出典：鈴木勇一郎『近代日本の大都市形成』岩田書院、2004） 
 














ムハアラス」と一蹴した。なお既設の幹線道路は 12 間（約 22 m）が最大であった。 
計画では、道路の等級は 7 つに分類された。第一等の幅員は中央車道 17 間以上、左右歩道各 3
間半以上の 24 間（約 44 m）以上とされた。第二等は、中央車道 11 間以上、左右歩道各 2 間半以上
の幅員 16 間以上であった。また路面電車を通す街路の最少幅員は 10 間にした。幅員 10 間とは第四
等であるが、このうち軌道幅 3 間半を除して、自動車 1 台、人力車 1 台が通ると歩行者に残された
のは 1 間未満であった。当時、大阪市では、8 間道路で路面電車運転しているのが多くあるが、こ
の幅員では「今後、自動車交通ノ頻繁ヲ加フルニ方リ頗ル其危険ニ寒心セサル能ハス」と、自動車
の増大、それによる危険性が強く意識されていた。 
具体的な街路網計画では、新設・拡築する幅員 8 間以上の市内幹線道路は 52 路線、総延長 5 万
1,627 間（約 94 km）が選定された。その内訳をみると、第一等道路 1 路線、第二等道路 2 路線、第
三等第一類（幅員 13 間以上）4 路線、第三等道路第二類（幅員 12 間以上）7 路線、第四等道路（幅
員 10 間以上）18 路線、第五等道路（幅員 8 間以上）19 路線であった。 
御堂筋計画 
一等道路は、大阪駅から淀屋橋を経て難波駅前に達する延長 2,449 間（約 4.5 km）の御堂筋であ
った。この街路について、「市ノ将来ニ取リテ、交通上商業上将タ美観上、最高級ノ使命ヲ荷ハシム」
「大大阪市ノ中央街路タルニ恥チサル幅員ト体裁トヲ具備セシメサル可カラス」と認識し、幅員を
24 間（約 44 m）と決めた。それは、車道幅として電車軌道敷の両側にそれぞれ自動車 2 列と荷馬車
2 列が並んで走ることが出来、さらにその外に 1 列の車馬が停留可能な幅として 17 間（約 31 m）と
定め、それに歩道をそれぞれ 3 間半加えたものである。そしてこの 24 間が大都市中心の高級路線と
して合理的経済的幅員と述べた上、御堂筋はこの幅が理想的として次のように主張した。 
 












環として、旧市全部にわたり迅速に行うべきと主張したのである。その全面積は約 7 万 1 千坪（約
23 ha）と推定されたが、街路拡幅、さらに自然減少する部分を除いて、今後、整理が必要となる面
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裏返しであり、まさに「水の都」である。それら水路は水運に利用されていて、その総延長 22 里
20 丁（約 90 km）、その水面積は 167 万 3 千坪（約 550 ha）と、市面積の 1 割に及んでいた。その左











みると、この運河は大阪駅構内と堂島川を連結する 250 間（455 m）の重要な水路であるが、「其幅









具体的には、南北の 2 大防波堤により囲まれた水域は約 270 万坪（約 890 ha）であるが、このう






3.3 第一次都市計画事業 15） 
1919（大正 8）年 11 月に市長に報告された「都市計画説明書」をベースにし、道路改良を目的と
する「大阪市区改正設計」が作成され、20 年度以降に実施したいとして、内務省大阪市区改正委員
 






















12 月 23 日付をもって大阪
市長に内閣の認可を得た
ことを訓令した。この後、
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つに等級分類された 16）。実際に指定されたのは、幅員 24 間（約 44 m）の御堂筋、一等道路第二類
2 路線、一等道路第三類 14 路線、二等道路第一類 20 路線、二等道路第二類 10 路線、合わせて 47
路線であった。そしてこれら二等大路以上の街路、さらに必要な街路で舗装を行うことが定められ
た。その費用概算は、事務費を除いて 1 億 2,971 万円と示された。 
だがこれは基本計画であって、予算を伴う執行年度割を明らかにした実施計画を定めなければな
らない。都市計画大阪審議会での議論などを経て、1 億 3,965 万円の事業費でもって以下の事業が
1921（大正 10）年 3 月 19 日政府から報告された。基本計画の約 7 割の事業内容であった。 
イ 街路新設及拡築 25 路線（延長約 35 粁）（阪神国道ヲ含ム） 
ロ 既設街路ノ舗装 約 25 万坪（約 82 万 6,400 平方米） 
ハ 路幅整理    約 6 万 7 千坪（約 22 万 1,500 平方米） 
なおこの事業により新設・拡築される街路の等級内訳をみると、広路として御堂筋 1 路線、一等
大路第二類 2 路線、一等大路第三類 9 路線、二等大路第一類 9 路線、二等大路第二類 3 路線であっ












阪」建設を指向したのである。「大大阪」は、その後 1925 年 4 月 1 日近隣の東成郡と西成郡の 44




ちによって推進されていった。4 人の土木技術者たちとは、内山新之助（京都帝大 1912 卒）、澤井
































大阪市でも清水が 1921 年から 22 年にかけて海外などの地下鉄調査を行い、26 年 3 月、都市計画





図 3 高速鉄道の計画路線（1926 年 3 月 29 日認可） 
（出典：『新修大阪市史 第 7 巻』大阪市 1994） 
 






翌 19 年に成立をみた。その後、20 年 12 月、後藤新平は東
京市長に就任したが、その半年後、「東京市政要綱」を発
表した。10 年ないし 15 年かけて東京市域を根本的に改造
しようというもので、その費用は 7 億 5,750 万円要すると
いういわゆる後藤の大風呂敷と評されたものである。 















なお東京市では、1921 年 5 月 3 日に東京都市計画事業として「街路及河川・運河計画」が認可さ
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４．帝都復興事業の成立 
4.1 帝都復興事業の概要 
関東大震災が発生した翌日の 1923（大正 12）年 9 月 2 日、山本権兵衛内閣が成立し、後藤新平が
内務大臣に就任した。同年 9 月 27 日、後藤の指導の下、帝都復興院が設立され、同月 29 日に後藤
が総裁に就任して復興事業が開始された。山本内閣は、摂政宮が狙撃された虎ノ門事件の責任を取
って翌年 1 月 7 日に総辞職となったため、代わって清浦奎吾内閣の誕生となり水野錬太郎が内務大
臣に任命された。 




さて、社会基盤整備からみて東京における復興都市計画事業の意義は、次の 4つに整理される 20）。 
① 約 3,600 ha の土地区画整理事業 
② 道路・街路の整備、総延長 253 km、面積約 526 ha の道路整備 
このうち 52 路線、延長 114 km が幅員 22 m 以上の幹線道路路であった。道路整備の結果、土
地区画施行地域における道路面積率は 14.0％から 26.1％に上がった。 
③ 公園の整備 
大公園として隅田、錦糸、浜町の他、52 の小公園が設置された。この結果、東京市の公園面
積は約 16％増加し、市域面積に対して約 3.6％となった。 
④ 河川・運河の整備 
改修 11 水路、新設 1 水路、埋立 1 水路の事業が行われた。 
震災による焼失地域は、当初、公債により全域を買収し整備した上で売却また貸付けを行う施行
方式が構想されていた。しかし最終的には特別都市計画法が 1923 年 12 月に制定され、焼失地域の
既成市街地で全面的土地区画整理事業が展開された。 
この法律において、土地区画整理事業は地主組合による土地区画整理ではなく国または東京市等
の公共団体により施行され、総面積約 3,600 ha について施行地区数 65 地区（うち国施行 15 地区、
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決定し、さらに審議会に諮問して内閣総理大臣が答申を得たのち閣議決定するものである。これが
政府案となり帝国議会に提出される運びであった。 
さて政府案は、第 47 回帝国議会（臨時議会）で審議され、4 億 68 百万円で予算が可決されたの




3 月 11 日に内閣から告示された。幹線街路は幅員 22～44 m で路線数 53、延長約 118 km からなり、
国による施工となった。補助線街路は幅員 11～22 m で路線数 124、総延長約 138 km からなり、東
京市で施工された。さらに国と市で執行する幅員4～27 m、延長約47.6 kmからなる区画整理街路が、
同年 4 月 1 日に内閣より告示された。しかし、ここに到るまで大きな紆余曲折があった。 
計画を中心となって策定した山田博愛によると 21）、震災後、帝都復興院が設立される以前には内
務省都市計画局で検討され、理想案 22）として総額約 41 億円の計画が策定された。だが一日も早い
復興を図る必要があり、街路系統は既存の、つまりできる限り現道を利用しその改良を図り、その
不足部分を新設するとの方針で検討された。 
案として 30 億円[うち街路費 9 億 85 百万円、橋梁費 5 千万円、復興後の市面積に対する街路面積
割合 3 割 1 分（震災前約 1 割 1 分）]、20 億円案[うち街路費 7 億 5 千万円、橋梁費 5 千万円、街路
割合 2 割 4 分]、15 億円案[うち街路費 6 億 2 千万円、橋梁費 5 千万円、街路割合 2 割 2 分]、10 億円
案[うち街路費 4 億 63 百万円、橋梁費 4 千円、街路割合 2 割]が検討された 23）。 






表 4 甲案・乙案の街路計画 
 焼失区域内 焼失区域外 合  計 
 延長 総面積 延長 総面積 延長 総面積 
甲案 
6 万 8,755 間 
（約 125 km） 
121 万 1,730 坪 
（約 401 ha） 
2 万 5,090 間 
（約 46 km） 
46 万 6,180 坪
（約 154 ha） 
9 万 3,845 間 
（約 171 km） 
167 万 7,960 坪
（約 555 ha）
乙案 
5 万 4,612 間 
（約 99 km） 
82 万 899 坪 
（約 271 ha） 
1 万 7,070 間 
（約 31 km） 
25 万 4,520 坪
（約 84 ha） 
7 万 1,682 間 
（約 130 km） 
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11 月 1 日に開催された第一回参与会での復興院提案の主要幹線幅員は、15 間（約 27 m）以上 24
間（約 44 m）であった。つまり主要幹線の最大幅員は 24 間と、大阪御堂筋と同じだった。その理
由は「高速鉄道敷設ニ備へ」としか述べられていないが、15 間以上の道であったら高速鉄道の敷設
に対し何ら支障はないと指摘されている 24）。そしてこの幹線街路をつなぐ街路は、幅員 6 間以上 15
間未満としたのである。なお高速鉄道とは、速力の早い鉄道の意味であって、高架鉄道、地下鉄、
路面下鉄道が想定されていた。電車軌道のある路線については、現在、9 間幅の街路に電車が走っ
ているので、これに片側 1 間の歩道をつけて 11 間以上とした。この後、参与会の要請により、参与
会での議論を踏まえ街路費 5 億 7 百万円の基礎案が作成された 25）。 
11月 15日から帝国復興院評議会が開催された。提出された復興事業全体の予算総額は開催当初、
7 億 4,5 千万円と見込まれていた。ただし、国と地方公共団体との割合については確定されていなか
った 26）。この後、11 月 21 日の第 2 回総会で、大蔵大臣と相談の結果、予算総額 7 億 531 万 5330
円で、このうち東京復興費 4 億 8,837 万円（うち街路費 4 億 646 万円、運河費 2,857 万円、公園費
1,090 万円、築港費 3,275 万円、土地整理費 875 万円）、横浜市復興費 5,243 万円となっているとの報
告が行われた 27）。ただし、その事業は参与会での原案とは異なり、焼失地域のみを対象とするもの
だった。以降、焼失地のみが復興事業の対象となった。なお幹線道路は、幅員 15 間以上 30 間（約
55 m）とされた。 
この後、帝都復興審議会が 1923 年 11 月 24 日開催されたが、提出された復興総予算額は約 7 億
300 万円（事業費 5 億 55 百万円）であった。その内訳は表 5 にみるとおりである。また政府より提
出された幹線街路幅員は、これまでと同様に 15 間から 30 間であった。具体的内容をみると、30 間
幅員としたのは、桜田門外から新議事堂前に至る 320 間（約 580 m）であった。なお例外的に 40 間







どを削減して帝国議会へ事業費 5 億 75 百万円（事務費も加えると 5 億 9 千万円）からなる予算案を
提出した。だが帝国議会では多数派である政友会の反対に会い、12 間未満の街路事業は自治体が行
うこと、土地区画整理事業は街路整備上必要な所を除いて地主組合によって行わせる、復興院の事
務費は認めないなどの修正が加えられ、予算額は 2 割カットの約 4 億 68 百万円に減額された。この
うち東京と横浜を併せた帝都復興事業費は、約 3 億 42 百万円だった（表 6）。 
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表 5 帝都復興審議会に提出された復興予算案 
 




俸 給 11,360,000  
事 務 費 17,040,000  
帝 都 復 興 事 業 費 554,552,000  
東 京 復 興 費 488,370,000  
街 路 費 406,400,000 幹線、補助線の費用なり 
港 湾 費 32,750,000 東京築港 
運 河 費 28,570,000 堀留川より神田川に通ずるものを除く現在決定の通り 
公 園 費 11,900,000 現在決定の通り 
土 地 整 理 費 8,750,000 焼跡1,000,000坪の區割整理費にて第四十七議會修正のものに同じ
横 濱 復 興 費 52,432,000  
街 路 費 42,300,000  
運 河 費 5,612,000 現在のものに同じ 
公 園 費 1,959,000 同  上 
土 地 整 理 費 2,561,000 第四十七議會修正のものに同じ 
京 濱 運 河 費 13,750,000  
復 興 事 業 費 貸 付 金 10,325,102  
東京府復興事業費貸付金 7,749,689  
神奈川縣復興事業費貸付金 9,575,704  
復 興 事 業 費 補 助 109,700,579  
防 火 地 區 補 助 20,000,000  
土 地 區 割 整 理 費 補 助 2,775,000  
地 方 復 興 事 業 費 補 助 58,166,569  
東京府 復興事業費補助 5,083,506  
神奈川縣復興事業費補助 742,371  
東京市 復興事業費補助 41,579,209  
横濱市 復興事業費補助 10,761,483  
地方復興事業債利子補給 28,759,010  
東京市復興事業債利子補給 21,990,688  
横濱市復興事業債利子補給 6,768,322  
計 702,977,981  
出典：太田円三述『帝都復興事業に就て』復興局土木部、1925 
 
表 6 第 47 帝国議会（臨時議会）における原案額と修正額 
費  目 原 案 額 修正額 
一 東 京 復 興 費 402,793,000 円 306,678,400 円 
二 横 濱 復 興 費 45,777,000 35,514,400 
三 地 方 復 興 事 業 費 貸 付 金 15,325,402 15,325,402 
四 地 方 復 興 事 業 費 補 助 69,222,917 69,225,917 
五 地方復興事業債利子補給 21,694,730 21,694,730 
六 防 災 地 區 建 築 費 補 助 20,000,000 20,000,000 
合      計 574,816,849 468,438,849 
出典：大田円三述『帝都復興事業に就て』前出 
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同じであった。24 間は 44 m とされ、20 間は 36 m、18 間は 33 m、15 間は 27 m とされた。44 m の街
路は芝口 1 丁目から車坂町に至る 5,730 m で、また 36 m 幅は本芝 1 丁目から芝口 1 丁目までの 2,900 
m、南神保町より両国橋西詰に至る 2,710 m などであった。審議会で 30 間であった区間は 55 m、40
間幅区間は 73 m とされた。また東京駅東口から下槇町間 420 m が政府案では 50 m 幅とされたが、
特別委員会で 44 m 幅に縮小された（図 4）。 
この道路（街路）計画により、焼失地域の道路面積率は 2 割 5、6 分になると想定された。それは、
ニューヨークの 3 割 5 分は別格として、パリの 2 割 5 分、ベルリンの 2 割 6 分にほぼ匹敵すると評
価されていた 29）。 
なお 1924 年 6 月に開催された第 49 議会で、地方復興事業費貸付金約 4,610 万円、地方費復興事
業債利子補給金約 5,885 万円、併せて 1 億 5 百万円が増額された。最終的な支出額としては、帝都
復興事業費は 3 億 8 千万円、貸付金・事業費補助等は約 2 億 6 千万となり、施設・建造物の復旧費
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と合わせて 13 億 28 百万円が震災復興復旧費となった 30）。 
4.3 直木倫太郎講演による土地区画整理事業の成立過程 
























































結局、この審議会の議論により予算案は 1 億 3 千万円削減となった。だが、その中味をみると、
5,000 万円が隅田川河口改良（東京築港）、京浜運河開削費用で、残りの 8,000 万円は、道路敷地買
収から土地区画整理の方針に変更したことにより生まれるものであったと述べている 33）。土地区画

























































た「区画整理制度改善期成同盟会」などによって事業の延期などが主張され、また 1925 年 3 月
には衆議院で全会一致の区画整理改善決議が行われた。だが 25 年 6 月、「区画整理の実施につ
いて市民諸君に告ぐ」のパンフレットを発行し、土地区画整理は絶対に中止することはないと
の断固の意志を示し事業を進めていった 34）。そして 1930（昭和 5）年 3 月 26 日帝都復興祭を行
い、その完成を祝ったのである。だがその途中、計画を策定し、制度を整え事業を進めている





























貸料 42）があった。特別税としては 1921 年度に遊興税、観覧税を新設し、また地租割の賦課（本税
1 円につき 0.125 円）が行われ、22 年度からは家屋税（府税家屋税 1 円につき 0.180 円）が課された。 
道路築造に伴う受益者負担についてみると 43）、新設・拡築の場合、道路の両側より左右それぞれ
幅員の 5 倍を限界とし、新設の場合はその費用の 3 分の 1、拡築の場合はその費用の 4 分の 1 を負
担させることとした。路面改良の場合は、道路境界より両側 20 間以内にその舗装費の 2 分の 1 を負














また事業を進めるのには、議会・住民などへの説明説得が重要である。1919 年 12 月の大阪市区
改正委員会で計画技術的な課題を説明していたのは直木であり、また議会での説明、住民への講演
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当時の都市計画技術者 
1918（大正 7）年 5 月、内務省大臣官房に都市計画課が設置され、事務官の池田宏が課長となっ
た。その配下に、技術系として土木主任技師・山田博愛（東京帝大 05 年卒）、建築主任技師・笠原
敏郎（東京帝大建築学科 07 年卒）が就任した。彼らは、19 年 4 月に公布された都市計画法（施行


















これでみる限り、直木は 9 月 29 日以前に焼野原の東京に下り立っていた。 
さて当時の内務技監は原田貞介（1865 年生、ドイツ官立高等学校 1891 年卒）で、1876 年生まれ
の直木とは一回り違う。復興院技監就任は、役人の感覚で言ったら驚天動地の抜擢である。ここで
人事を発令した後藤新平との繋がりをみてみよう。 
1917 年に後藤が会長となって都市研究会が設立された際、直木は会員となり 54 人からなる評議
員の一人となった。その後も特別会員として参加しているが、震災前にその機関誌『都市公論』に




































因みに、復興計画における最初の政府案では、主要幹線の街路幅は 15 間（約 27 m）以上 24 間（約
44 m）とされた。24 間とは大阪御堂筋と同じである。そして最終的に大幅員の街路として、44 m の
昭和通り、36 m（約 20 間）の靖国通りが建造された。なおメートル法での表示となったのは、「可
成（メートル）法を採用されることを望む」との帝都復興院評議会の決議に基づいてである。 
 















大田とは、1923 年 10 月 6 日付で土木局長となった大田円三（東京帝国大学 04 年卒）であり、十
河とは同年 9 月 29 日付で経理局長心得となった十河信二、金井とは官房秘書課長となった金井清の









その後、直木は部下の汚職が理由で詰め腹を切らされ、1925 年 9 月 16 日長官を辞任したが、そ
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６．復興局長官としての直木の苦闘と挫折 
6.1 直木倫太郎の苦闘 
ここで帝都復興院また復興局での直木の仕事ぶりをみてみよう。直木は、1943（昭和 18）年 2 月







































































































たように、1924 年 6 月に憲政会が政権を担い、内務大臣は直木を長官に任命した水野練三郎から若
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槻に替わった。若槻が直木の後任としたのは、清野長太郎であった。彼は 1919 年兵庫県知事を最後
に官界を一度去った後、憲政会が政権を握った途端の 24 年 6 月、神奈川県知事となったのである。
まさに憲政会派の官僚であった。若槻は、この清野を復興局長官に押し込んだのである。 
6.3 復興事業に対する直木倫太郎の述懐 
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 7）東京市区改正条例が 1918 年 4 月に大阪市他に準用されることとなりながら、翌年 4 月に都市計画法が公布され
 
232 国際地域学研究 第 15 号 2012 年 3 月 
たが、都市計画法と同時に公布された道路法に引きずられて都市計画法は成立したものと判断している。第 1 次




 8）都市計画法が 1919 年 4 月に公布されながら、その施行が 20 年 1 月となったのは、「大阪市区改正設計」の告示
を待ったからではないかと考えている。 
 9）関一が港湾部長兼任となったのは、1915 年 5 月である。 
10）直木はアメリカ経由でロンドンに行こうとしたが、ニューヨークで乗り継ぎがうまくいかず、万国都市計画会
議に参加できなかったことが、宇於崎勝也により指摘されている。（宇於崎勝也「都市計画課 笠原敏郎博士（1882
～1969）について」『土木史研究 講演集 Vol.25』土木学会、2005 年） 




13）『新修大阪市史第 6 巻』P.438、大阪市、1994 年 
14）参考文献『第一次大阪都市計画事業編』pp.73～105、前出 
15）参考文献『第一次大阪都市計画事業編』pp.106～124、前出 























33）この直木の主張は不正確である。確かに 1 億 3 千万円消滅されたが、事務費も含んでおり、これを除いた事業
費のみでみると約 1 億円の減となる。 
34）石田頼房『日本近現代都市計画の展開』P.129、前出 
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53）内務省港湾調査会が、国による京浜運河事業を決定したのは 1924 年 5 月で、着工は 38 年神奈川県、39 年東京
府であった。また東京市が東京港修築工事に着手したのは 31 年であった。（詳しくは、松浦『戦前の国土整備政
策』、前出、pp.168～180、を参照のこと） 
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・『帝都復興事業誌 計画編・管理編・経理編』、復興事務局、1932 年 
・石田頼房『日本近現代都市計画の展開』、自治体研究所、2004、 
